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ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和5年3月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。

４　工事種類別状況



Ⅰ．全般の状況

　１．3月単月
　　請負金額が2桁の増加

（金額単位：億円）

　

令和4年度 令和3年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比＋1.0％の9,060件、請負金額
が＋10.2％の7,926億円となった。

件　数 9,060 8,970 90 1.0%

請負金額 7,926 7,193 732 10.2%

保証金額 2,749 2,790 -41 -1.5%
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　２．4月～3月累計
　　請負金額が微減

（金額単位：億円）

増減率

-1.8%

-0.2%

令和4年度

123,428

76,057

令和3年度

125,670

76,216

29,880 -2.7%

増　　減

-2,242

-158

件　数

請負金額

　３月までの取扱は、件数が前年同期比－1.8％の123,428件、請
負金額が－0.2％の7兆6,057億円となっている。

保証金額 29,060 -819
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Ⅱ．発注者別状況

　１．3月単月
　　その他で著しい増加

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和4年度 令和3年度

福島（102） 千葉（51）

静岡(46) 茨城（22）

（Ａ） 国
　環境省などで増加したものの、国土交通省などで減少した。
　国土交通省は関東地方整備局（－８２億円）などで減少した。
　
（Ｂ） 独立行政法人等
　宇宙航空研究開発機構などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　宮城などで減少したものの、東京、福島などで増加した。

（Ｄ）市区町村
　神奈川などで減少したものの、福島、千葉、静岡、茨城などで増加した。
　福島は会津若松市（＋６６億円）などで、千葉は市川市（＋１８億円）などで、静岡は浜松市（＋２０億円）などで、
　茨城は桜川市（＋２０億円）などで増加した。

（Ｅ）地方公社
　東京都住宅供給公社などで減少したものの、神奈川県住宅供給公社などで増加した。

（Ｆ）その他

　東京二十三区清掃一部事務組合などで増加した。

地 方 公 社 127 123 4 3.2%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 3,065 2,842 223

東京都住宅供給公社（-27）

東京（266） 福島（58）

神奈川県住宅供給公社（37）

宇宙航空研究開発機構（-50）

神奈川（-223）

宮城（-108）

そ   の   他 939 339 599 176.5%
東京二十三区清掃一部事務
組合（608）

7,926 7,193 732 10.2%

　独立行政法人等で２桁の減少、国で若干の減少となったものの、その他で著しい増加、都道府県で順調な増
加、地方公社で若干の増加、市区町村でも微増となったため、全体としても＋10.2％の増加となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

環境省（45） 国土交通省（-133）

1,614 1,585 28

7.8%

1.8%

-10.5%

請 負 金 額
増減額 増減率

532 595 -62

国 1,647 1,707 -60 -3.5%
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　２．4月～3月累計
　　国で低調

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和4年度 令和3年度

（Ａ） 国
　環境省などで増加しているものの、国土交通省などで減少している。
　国土交通省は関東地方整備局（－８１５億円）などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで減少しているものの、日本中央競馬会、日本原子力研究開発機構などで
　増加している。

（Ｃ）都道府県
　東京などで増加しているものの、岐阜、福島などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　東京、神奈川などで減少しているものの、埼玉、愛知などで増加している。
　埼玉は川口市（＋６０４億円）などで、愛知は半田市（＋５０億円）などで増加している。

（Ｅ）地方公社
　茨城県開発公社、東京都都市づくり公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　日本郵便㈱などで減少しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで増加している。

　地方公社で２桁の増加、その他で順調な増加、独立行政法人等、市区町村で若干の増加となったものの、国
で低調、都道府県でも若干の減少となったため、全体としても－0.2％の減少となっている。

日本郵便（-84）

合         計 76,057 76,216 -158 -0.2%

そ   の   他 4,127 3,858 269 7.0%

地 方 公 社 1,124 979

市 区 町 村 26,513 25,708 804 3.1%

145 14.9%

請 負 金 額

261 3.2%8,514 8,253

環境省（571）

日本中央競馬会（340）
日本原子力研究開発機構（247）

増減額 増減率 主    な   増    加

国 10,833 11,941 -1,108 -9.3%

-530 -2.1% 東京（354）

独 立 行 政
法 人 等

都 道 府 県 24,943 25,473

国土交通省（-1,673）

主    な   減    少

東京（-599） 神奈川（-72）

東京二十三区清掃一部事務
組合（692）

中日本高速道路（-397）

福島（-266）

埼玉（738） 愛知（154）

茨城県開発公社（46）
東京都都市づくり公社（29）

岐阜（-278）
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国 11,941（15.7%） 国 10,833（14.2%）

0

30,000

60,000

90,000

前年度 当年度

発注者別取扱高（累計）億円

発注者別増減状況（累計）

（ ）内は構成比

億円

-4-



Ⅲ．工事場所別状況

　１．3月単月
　　関東で2桁の増加

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和4年度 令和3年度

東   北 1,465 1,323 141 10.7% 福島（212） 秋田（99） 4 宮城（-167） 山形（-34） 2

関   東 3,973 3,528 445 12.6% 東京（548） 茨城（30） 5 神奈川（-162） 埼玉（-37） 2

甲信越 656 678 -21 -3.2% 長野（19） 山梨（0） 2 新潟（-41） 1

北   陸 336 343 -7 -2.2% 石川（0） 1 富山（-7） 福井（-1） 2

東   海 1,257 1,145 112 9.8% 三重（59） 静岡（40） 3 岐阜（-22） 1

その他 236 174 61 35.5% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 7,926 7,193 732 10.2%

（Ａ） 東北地区

　宮城、山形で減少したものの、福島、秋田などで増加した。

　福島は市町村（＋１０１億円）などで、秋田は国（＋１０８億円）などで増加した。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で減少したものの、東京、茨城などで増加した。

　東京は都（＋２６５億円）などで、茨城は県（＋２４億円）などで増加した。
　
（Ｃ）甲信越地区

　長野、山梨で増加したものの、新潟で減少した。

　新潟は国（－４７億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　石川で増加したものの、富山、福井で減少した。

　富山は国（－９億円）などで、福井は県（－２４億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で減少したものの、三重、静岡などで増加した。

　三重は国（＋２４億円）などで、静岡は市町（＋４５億円）などで増加した。

　甲信越、北陸で若干の減少となったものの、東北、関東で２桁の増加、東海でも順調な増加となったため、全体と
しても＋10.2％の増加となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額

増減額
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甲信越 678（9.4%）
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関東 3,973（50.1%）
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　２．4月～3月累計
　　甲信越で低調

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和4年度 令和3年度

東   北 14,684 14,957 -273 -1.8% 福島（623） 1 宮城（-411） 岩手（-307） 5

関   東 35,521 34,868 652 1.9% 埼玉（499） 茨城（465） 4 神奈川（-504） 東京（-298） 3

甲信越 6,243 6,640 -397 -6.0% 0 長野（-289） 山梨（-63） 3

北   陸 4,413 4,619 -206 -4.5% 石川（67） 1 富山（-228） 福井（-45） 2

東   海 12,974 13,187 -213 -1.6% 愛知（309） 三重（129） 2 静岡（-365） 岐阜（-286） 2

その他 2,220 1,941 279 14.4% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 76,057 76,216 -158 -0.2%

（Ａ） 東北地区

　福島で増加しているものの、宮城、岩手などで減少している。

　宮城は県（－１７６億円）などで、岩手も県（－１７６億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、東京などで減少しているものの、埼玉、茨城などで増加している。

　埼玉は市町村（＋７２９億円）などで、茨城は独立行政法人等（＋５５４億円）などで増加している。

（Ｃ）甲信越地区

　全ての県で減少している。

　長野はその他（－１０１億円）などで、山梨は独立行政法人等（－９６億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　石川で増加しているものの、富山、福井で減少している。

　富山は独立行政法人等（－９２億円）などで、福井も独立行政法人等（－１５３億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　愛知、三重で増加しているものの、静岡、岐阜で減少している。

　静岡は国（－１９４億円）などで、岐阜は県（－２７８億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　関東で微増となったものの、甲信越、北陸で低調、東北、東海でも微減となったため、全体としても－0.2％の減少
となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 1,941（2.5%） その他 2,220（2.9%）

東海 13,187（17.3%） 東海 12,974（17.1%）

北陸 4,619（6.1%） 北陸 4,413（5.8%）

甲信越 6,640（8.7%） 甲信越 6,243（8.2%）

関東 34,868（45.7%） 関東 35,521（46.7%）

東北 14,957（19.6%） 東北 14,684（19.3%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和4年度
（3月単月）

令和3年度
（3月単月）

令和4年度
（4月～3月累計）

令和3年度
（4月～3月累計）

青　 　　森 120 102 17 17.5% 1,714 1,856 -142 -7.7%
岩　 　　手 51 38 13 36.0% 1,657 1,964 -307 -15.6%
宮　 　　城 234 401 -167 -41.6% 2,948 3,360 -411 -12.3%
秋　 　　田 303 204 99 48.4% 1,681 1,684 -2 -0.2%
山　 　　形 154 189 -34 -18.3% 1,746 1,779 -32 -1.8%
福　 　　島 599 386 212 55.0% 4,936 4,312 623 14.5%
茨　　 　城 509 478 30 6.5% 4,149 3,683 465 12.6%
栃　　 　木 122 103 19 19.0% 1,822 1,918 -95 -5.0%
群　　 　馬 125 100 24 25.0% 1,856 1,696 159 9.4%
埼　　 　玉 236 273 -37 -13.6% 4,729 4,229 499 11.8%
千　 　　葉 272 250 21 8.5% 4,056 3,629 427 11.8%
東　　 　京 2,091 1,542 548 35.6% 12,308 12,607 -298 -2.4%
神　奈　川 616 779 -162 -20.9% 6,597 7,102 -504 -7.1%
山　　 　梨 129 128 0 0.4% 1,380 1,444 -63 -4.4%
長　　 　野 162 143 19 13.5% 2,010 2,299 -289 -12.6%
新　 　　潟 365 406 -41 -10.2% 2,852 2,895 -43 -1.5%
富　 　　山 124 131 -7 -5.5% 1,172 1,401 -228 -16.3%
石　　 　川 44 43 0 1.8% 1,716 1,649 67 4.1%
福　 　　井 166 168 -1 -0.8% 1,523 1,569 -45 -2.9%
静　 　　岡 300 259 40 15.6% 3,308 3,673 -365 -10.0%
愛　　 　知 454 418 35 8.5% 5,341 5,032 309 6.2%
岐　　 　阜 211 234 -22 -9.7% 2,380 2,667 -286 -10.8%
三　　 　重 291 232 59 25.5% 1,944 1,815 129 7.1%
そ　の　他 236 174 61 35.5% 2,220 1,941 279 14.4%
合　　　計 7,926 7,193 732 10.2% 76,057 76,216 -158 -0.2%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東
　
海

工 事 場 所

区  分

東
　
　
北

関
　
　
東

甲
信
越

北
 

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．3月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 123 1.6% 125 1.7% -2 -2.0% -0.1
2,000万円未満 275 3.5% 264 3.7% 10 4.1% -0.2
5,000万円未満 782 9.9% 754 10.5% 28 3.7% -0.6

小    計 1,181 14.9% 1,144 15.9% 36 3.2% -1.0
１億円未満 1,006 12.7% 1,004 14.0% 2 0.2% -1.3
２億円未満 1,101 13.9% 1,144 15.9% -43 -3.8% -2.0
５億円未満 1,385 17.5% 1,514 21.0% -128 -8.5% -3.5

小    計 3,493 44.1% 3,663 50.9% -170 -4.6% -6.8
１０億円未満 720 9.1% 646 9.0% 74 11.5% 0.1
１０億円以上 2,531 31.9% 1,739 24.2% 791 45.5% 7.7
小    計 3,252 41.0% 2,385 33.2% 866 36.3% 7.8
合    計 7,926 100.0% 7,193 100.0% 732 10.2%

２．4月～3月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 2,198 2.9% 2,204 2.9% -6 -0.3% 0.0
2,000万円未満 3,921 5.2% 4,004 5.3% -83 -2.1% -0.1
5,000万円未満 10,220 13.4% 10,316 13.5% -95 -0.9% -0.1

小    計 16,340 21.5% 16,525 21.7% -185 -1.1% -0.2
１億円未満 10,357 13.6% 10,797 14.2% -440 -4.1% -0.6
２億円未満 11,234 14.8% 11,705 15.4% -470 -4.0% -0.6
５億円未満 12,720 16.7% 13,657 17.9% -936 -6.9% -1.2

小    計 34,312 45.1% 36,160 47.4% -1,847 -5.1% -2.3
１０億円未満 7,015 9.2% 6,667 8.7% 348 5.2% 0.5
１０億円以上 18,388 24.2% 16,862 22.1% 1,526 9.1% 2.1
小    計 25,404 33.4% 23,529 30.9% 1,875 8.0% 2.5
合    計 76,057 100.0% 76,216 100.0% -158 -0.2%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　4　年　度 令　和　3　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　4　年　度 令　和　3　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．3月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

5,000万円未満 2,724 34.4% 2,674 37.2% 50 1.9% -2.8

１億円未満 871 11.0% 943 13.1% -72 -7.6% -2.1

３億円未満 528 6.7% 470 6.5% 57 12.3% 0.2

小    計 4,123 52.0% 4,087 56.8% 35 0.9% -4.8

１０億円未満 227 2.9% 244 3.4% -16 -6.9% -0.5

１０億円以上 1,544 19.5% 1,757 24.4% -212 -12.1% -4.9

小    計 1,772 22.4% 2,002 27.8% -229 -11.5% -5.4

　共  同  企  業  体 2,029 25.6% 1,103 15.3% 925 83.9% 10.3

合    計 7,926 100.0% 7,193 100.0% 732 10.2%

２．4月～3月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

5,000万円未満 30,279 39.8% 31,201 40.9% -922 -3.0% -1.1

１億円未満 9,445 12.4% 9,693 12.7% -248 -2.6% -0.3

３億円未満 4,438 5.8% 4,442 5.8% -3 -0.1% 0.0

小    計 44,162 58.1% 45,337 59.5% -1,174 -2.6% -1.4

１０億円未満 2,137 2.8% 2,673 3.5% -535 -20.0% -0.7

１０億円以上 12,861 16.9% 12,927 17.0% -66 -0.5% -0.1

小    計 14,999 19.7% 15,600 20.5% -601 -3.9% -0.8

　共  同  企  業  体 16,895 22.2% 15,277 20.0% 1,618 10.6% 2.2

合    計 76,057 100.0% 76,216 100.0% -158 -0.2%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　3　年　度令　和　4　年　度

令　和　4　年　度 令　和　3　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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参考４　工事種類別状況 参考５　工事目的別状況

4月～3月累計 4月～3月累計
（金額単位：億円） （金額単位：億円）

区  分
工事種類 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度

国 土 保 全 治 山 治 水 8,500 9,334 -833 -8.9%

第 一 次 産 業 農 林 水 産 4,431 4,726 -294 -6.2%

道 路 20,210 21,823 -1,613 -7.4%

産 業 基 盤 港 湾 空 港 2,555 2,200 355 16.1%

鉄 道 軌 道 1,133 1,293 -159 -12.3%

(交通通信等) 電 信 電 話 郵 便 73 166 -93 -56.0%

電 気 ・ ガ ス 262 180 81 45.3%

小 計 24,235 25,665 -1,429 -5.6%

下 水 道 6,654 6,589 65 1.0%

公 園 3,064 2,625 438 16.7%

教 育 9,297 8,890 406 4.6%

生 活 基 盤 病 院 2,125 1,882 242 12.9%

住 宅 宿 舎 2,263 2,438 -174 -7.2%

(生活環境 土 地 造 成 448 527 -79 -15.1%

  　　教育等) 上・工業用水道 6,498 6,230 268 4.3%

庁 舎 3,405 3,577 -172 -4.8%

そ の 他 5,133 3,728 1,405 37.7%

小 計 38,890 36,490 2,400 6.6%

76,057 76,216 -158 -0.2%

そ　の　他 4,528 4,109 419 10.2%

合　　　計 76,057 76,216 -158 -0.2%

調　　　査 1,110 1,284 -174 -13.6%

測　　　量 401 382 19 5.0%

332 6.8%

設　　　計 1,915 1,910 4 0.2%

管 3,555 3,617 -62 -1.7%

合　　　　　　　計

請　負　金　額

土　　　木 43,940 45,294 -1,353 -3.0%

建　　　築 15,377 14,720 656 4.5%

電　　　気 5,228

区  分

4,896

増　減　額 増　減　率
工　事　目　的

増　減　額 増　減　率
請　負　金　額

57.8%20.2%

6.9%

4.7%
2.5%
1.5% 0.5%

6.0% 土木

建築
電気

管
設計

調査
測量

その他

11.2%
5.8%

31.9%51.1%

国土保全

第一次産業

産業基盤

生活基盤

工事種類別構成比

工事目的別構成比
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